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＜金融政策を現状維持＞
 FOMC(米連邦公開市場委員会)は1月26～27日の
定例会合で、政策金利を0.00～0.25％に据え置く
ことを決定しました。声明文の表現「雇用最大化
とインフレ率が長期的に2％を超える軌道に乗るま
で0％近辺に政策金利を留める」や前回会合で変更
された米国債等の購入プログラムのガイダンス(指
針)に変更はありませんでした。パウエル議長は記
者会見で「(米経済の回復ペースの減速により)雇用
やインフレ率の目標達成には程遠い状況にあ
る。」と発言しました。

 ワクチン普及による年後半の景気回復見通しを受
けて、FRB(米連邦準備制度理事会)の緩和スタンス
に量的緩和縮小などの変更があるのかが注目され
ていましたが、改めて緩和姿勢の継続が強調され
ました。

＜雇用環境の本格的回復はまだ遠い＞
 足元の米国経済状況を表す各指標を確認すると、
FRBがインフレ指標としている「食品とエネル
ギーを除いたコア個人消費支出(PCE)価格指数(11
月)」は、前年同月比で+1.4％と前月から横ばいと
なりました。FRBが安定水準と見なす2％を下回っ
ています。物価は数カ月に亘りほぼ横ばいで推移
しており、上昇の兆しは見えていません。

 12月雇用統計では、失業率が6.7％と前月から横ば
いとなりました。非農業部門雇用者数は14.0万人
減と2020年4月以来の減少となりました。雇用環
境は一旦回復の兆しも見せたものの、感染再拡大
により再び悪化することが想定されており、本格
的な回復には時間を要するものと思われます。

＜米国株は大幅下落＞
 市場の予想通りの会合結果となったものの、一部
の投資家の投機的な動きに対し、パウエル議長は
明確な説明を避けました。これを受けて27日の米
国株式市場では、足元の急ピッチな株価上昇は説
明のつかない過熱感があるとの警戒感が強まり、
主要指数は揃って２%を超える下落となりました
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 政権交代後、初めてとなるFOMCで金融政策の現状維持を決定。パウエル議長は「雇用とインフレ率の目
標達成は程遠い状況にある。」とし緩和的な姿勢の継続を強調。

 金融政策の選択肢が狭まる中、財政出動を伴う経済支援策の審議が市場に与える影響に注目が集まる。

図表1：米国株式指数の推移

図表2：米国10年国債利回り・為替の推移

金融緩和政策の継続を強調

(図表1)。米国債券市場の反応は限定的でした。
為替市場では、流動性の高いドルへとリスク回
避目的の需要が高まりドルが上昇しました(図表
2)。

 金融政策の選択肢が狭まり、財政政策への期待
が高まる中、バイデン政権の財務長官にイエレ
ン前FRB議長が就任しました。イエレン氏は新型
コロナ対策として経済支援策を最優先すべきと
の姿勢を示しています。低金利環境が継続する
との見通しから、財政出動等による債務残高の
増加は、憂慮すべきではないと発言しています。
今後、議会等での多額の財政出動を伴う経済支
援策の審議が、市場にどのような影響を与える
のかに注目が集まると思われます。

出所）図表1、図表2はブルームバーグデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成
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